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2020年度冬季におけるJEPXスポット市場価格高騰の要因分析 

兵庫県立大学国際商経学部教授 草薙真一 

 

１ はじめに 

2020年12月から2021年１月にかけて、日本卸電力取引所（以下「JEPX」という。）のスポ

ット市場で電力価格が高騰する事象が発生した。2021年１月13日には１日の平均価格が

154.57円/kWhとなり、スポット市場の１日平均価格としては最高価格を記録するなどした

（図表１参照）。これについては、2020年度の冬季が例年に増して厳寒であったことだけで

は説明のつかない電力需要の高まりがあったことも示唆された（図表２参照）。このため国

としてもその事実関係を確かめる必要が生じた。取引価格の高騰がこれまでにないレベル

のものとなったことからも、その検証作業が急を要することは明らかであった（図表３参

照）。そこで経済産業省電力・ガス取引監視等委員会は、制度設計専門会合第56回会合（2021

年２月25日開催）において、沖縄電力を除く旧一般電気事業者（ただし東京電力ホールディ

ングスにあっては子会社である東京電力エナジーパートナー、中部電力にあっては子会社

である中部電力ミライズ）及びJERAからヒアリングを行い、その内容について専門委員らに

よる討議がなされた。本稿では、当該ヒアリングで新たに判明した内容を取り上げ、今後の

対応策について解説する。今回は、ヒアリング対象事業者への公開ヒアリングから得られた、

2020年度冬季の電力価格高騰の原因に迫りたい。 
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２ 想定を超えた気象条件の悪化 

札幌は2020年12月中旬から翌年１月上旬にかけて平年よりも厳冬となっていた（図表４

参照）。そもそも北海道電力は2018年９月の北海道胆振東部地震に伴うブラックアウトを踏

まえ、最大電力のおよそ30％に当たる154万kWの電源が計画外停止をした場合においても安

定供給上必要な予備力を確保できるように求められていた。2020年12月28日は時間帯によ

りまだらな降雪があった。その結果、実績は昼間帯が20万kW程度上振れ、深夜帯及び点灯帯

は10～20万kW程度の下振れが生じることとなった。このように、日によって想定に対して天

候や気温が乖離することがあり、上述のような20万kW程度の上振れ・下振れは頻繁に生じた。 
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北海道エリアにおける最大電力は、例年、暖房機器が高稼働となる冬季に発生する。北海道

電力は、供給能力不足を回避できるよう需要予測の精緻化に努めているが、実際には代表時

間帯を想定し過去の気象類似日を参照することが、現在も需要予測の基本にある（図表５参

照）。しかし北海道電力は全国的な需給逼迫に伴う関係各所からの要請も受けざるを得なか

ったこともあり、予測値は実績値からの乖離が生じることとなった（図表６参照）。 
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北海道電力の上記の事情は、東北電力にも同様に当てはまる。同社が用いる天気予報が正

確ではなかったことも電力需要の予測を極めて困難にした。雪の予報が外れると、しばしば

太陽光発電が予想以上に高稼働となり、かつ需要実績が想定を下回った。これには、独自の

気温補正等のノウハウを活用して乖離の抑制を図ったという（図表７参照）。九州電力は、

LNGタンクの運用下限を勘案したと説明した。九州電力では、12月11～18日の天候悪化によ

り、LNG船の入港の遅延が想定されることとなった。そして入港しないと12月18日のLNGの在

庫が３万5,524トンと運用下限の５万トンを下回ることが判明したのであった。同社は秋季

には冬季の３か月分の燃料消費計画を策定しており、これをもとに毎月ローリングしてい

くが、2020年度冬季の場合は、次船の入船までに運用下限を下回る可能性が発生したわけで、

リスク回避の意味で運用下限を下回らないように発電計画を巻き直したことになる（図表

８参照）。 
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より電力供給規模の大きい事業者はどのように対応したか。JERAは、主に東京・中部エリ

アを対象に、全国の約半分の電力需要となる電力供給を行う。このためLNGを年間約3,200万

トン輸入しており、それは全国内輸入量の約4割に相当する。それにもかかわらず、保有す

るLNGタンクの容量は、全国大での年間取扱量の16分の１と小さいため、発電販売量に合わ

せてきめ細かくLNGを輸入する計画を作る必要がある。JERAには８つのLNG基地があるが、

LNG船の配船を入れ替えたり、ガス導管でLNG基地間の融通を行ったりすることによって、最

大限の電力販売ができるように調整しているのである。基地間のバランス調整を行っても

発電抑制が避けられないレベルにまで在庫低下が予見された場合は、一般送配電事業者

（TSO）などのステークホルダーと、いつまでどの程度の燃料制約をかける必要があるかに

ついて協議し、その合意内容を発電計画に反映させて運用することとしている。今回も燃料

制約解除の見通しが立つまでこれを繰り返していくことになった。2020年度冬季はLNG調達

に約２か月かかることを前提に、厳寒気象に伴う影響を想定しなければならなかった。東京

エリアと中部エリアについて同社の見通しと実績の差をみたところ、2020年12月20日の東

京及び中部エリアの需要実績の乖離については、東京エリアで計画比36％増、中部エリアで

計画比23％増となった。JERAの需要構造と2020年12月20日の需要評価が図表９に示されて

いる。 
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なお、石油とLNGの両方について、北陸電力から燃料受払計画の実態が示された。北陸電

力は、配船計画を年間計画、四半期計画、月間計画のそれぞれで燃料消費量を算定しつつ作

成している。当初、2020年度冬季は、石油ユニットの稼働が限定的になると想定し、配船予

定をしなかったが、急遽計画見直しを実施し、配船する対応ができたとした。また、非常時

にはタンクの物理的下限まで低下することを許容した。LNGについては、その高需要が見込

まれるにもかかわらずLNGタンクを１基しか持たないため、毎月配船しており、次船の受入

れまでにタンクの運用下限を下回る見通しとなった場合には、燃料制約を設定することと

なるとした。なお、運用下限を下回らないことを意図したが、実際には下回っていたとした

（図表１０参照）。 
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もともと他社の燃料制約を所与として企業経営をしなければならない電気小売事業者は

多い。東京電力エナジーパートナーも同様である。JEPXスポット市場での同社の売り入札量

と買い約定量の関係については、2020年12月前半は同社の売り入札量が買い約定量を上回

っていた。ところが12月後半以降その差が縮小し、買い約定量が売り入札量を上回る状態は

年が改まって１月１日から同月24日まで継続した。１月25日以降は供給力が回復して実質

売り入札量は再びプラスに転じ、以降は徐々に平常に戻すことができた。そして東京電力エ

ナジーパートナーは小売会社であって、その供給力は発電事業者である東京電力フュエル

＆パワーの燃料制約等による出力抑制が大きく反映するものとなるが、その詳細を把握す

る立場にはないことを明らかにした（図表１１参照）。 

 

 

 

３ グロスビディングの取止め 

卸電力活性化に係る自主的取組の一環として、JEPXのスポット市場では取引量が潤沢に

存在するよう、旧一般電気事業者が取組を行っている。それがグロスビディングと呼ばれ

るもので、旧一般電気事業者はその発電所からの電気の余剰分について全量を燃料費用す

なわち限界費用でJEPXに放出している。中国電力は、グロスビディングの入札量を増やす

ことに問題があると判断する場合がふたつあるとして、実際にそのような場合にグロスビ

ディングを中止する対応をしている。ひとつは、市場価格が暴落する虞が高まる場合であ

る。端境期の休祝日やゴールデンウィークに、買いのみの約定によって供給力の過度の余

剰が発生する虞が生じることがあるという。もうひとつは、市場価格が高騰するおそれが

高まる場合である。全国的に需給が逼迫することが予想される日は、グロスビディングを

中止することがあるという（安値売り・高値買いのグロスビディングも実施しない）。昨

年度冬季の場合はまさにこのために中止の決断をした。グロスビディングを中止する場合

には、売り入札量と買い入札量を同量減らすという（図表１２参照）。関西電力では、
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JEPXでの入札量は売買とも、そもそもグロスビディングがそのほとんどを占めるが、昨年

12月後半以降しばらくグロスビディングを取止めた。関西電力では普段、年間販売電力量

の20％程度を目標に、日々入札量を設定しているが、自らの供給力として電気の確保が必

要な場合は、約定する蓋然性が高いと考える価格で入札しているという。今回のグロスビ

ディングの取止め理由について、関西電力は、今回の需給逼迫時には、通常と異なるハン

ド処理が必要になったからであるとする（通常はシステムで通常処理する）。関西電力は

2020年12月以降、供給力として必要な量を買い約定で確保できなければ、大量の供給量不

足につながる可能性があり、ハンド処理でこれを乗り切ることに不安があったと思われ

る。本年１月下旬以降は、入札処理が確実に行えると考え、グロスビディングを再開した

という（図表１３参照）。 
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グロスビディングについて、関西電力が２割程度であるのに対し、四国電力は、卸電力

活性化に係る自主的取組の一環として、売り約定量全体で販売電力量の３割規模を確保す

るという目標を掲げ、30万kWを売り切る方針でこれを実施している。しかし2021年１月11

日から17日の間は、同社の火力発電所（定格出力：45万kW）の停止があり、供給力確保の

ために売り入札がない状況で買い入札が増加したとする。この期間をまたいで、同社は出

力制約に伴う売り入札の減少が顕著であった（図表１４参照）。中部電力ミライズは、グ

ロスビディングのオペレーションの実態を説明した。同社のグロスビディングは、１コマ

（30分）ごとに160万kWの売り入札を実施しているという。これは通常、販売電力量の１

割程度となる。需要及び予備力１％までの必要供給力分は、高値での買い戻しを実施し、

これを超える余力分については、限界費用ベースでの買い入札を実施することで、一貫し

て余力の全量玉出しを遂行している。売り入札は余力の量を上回る量に至るのであり、確

実に買い戻せる価格での買い戻しを実施する。そもそも12～１月は需要期であり、期間を

通じて、ほぼ売り約定が成立した。2020年12月上旬は比較的市場価格が安価な時間帯があ

ったということで、12月の下旬から2021年１月の中旬の期間、買い約定を意図してスポッ

ト市場での入札価格を変更したという（図表１５参照）。 

 

 

 



先物・オプションレポート2021年７月号 

10 

 

 

４ おわりに 

 わが国では、冬季の電力需要は、気温が下がると大きく伸びる。暖房需要が電力需要全

体を底上げするからである。2020年度冬季は、強い寒波が頻繁に流入したことに加えて、

天候が荒れ、石油基地やLNG基地への入港が遅延したタンカーもあった事実が判明した。

こうなると入船遅延リスクは石油タンクやLNGタンクの運用下限を下回るリスクに置き換

わりうる。タンクの運用下限を下回る場合は、物理下限までの低下を許容したり、発電機

の運転パターンを見直したりしながら、改めてJEPXへのスポット入札時の燃料制約量を設

定し直すことになる。この作業により、新しい制約運転パターンを策定したことが、JEPX

への売り入札に大きく影響した。多くの旧一般電気事業者が、それぞれに同様の状況に追

い込まれたといえよう。これはJERAも同様であり、いずれの企業も相場操縦のような行為

はなかったこと、グロスビディングはあくまでも自主的取組であることが再認識された。

なお、年末年始を通じた電力需要の推移については、新型コロナウイルス感染拡大に伴う

在宅率の増加なども影響したと思われる（いわゆる「巣ごもり需要」）。新型コロナ禍にあ

って、人々や企業の行動はさまざまに変容する。2020年度冬季におけるJEPXスポット市場

価格高騰については、強烈な寒波および悪天候の影響が大きかったことは疑うべくもない

が、今後も原因を総合的に分析することが必要である。 
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